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研究成果の概要（和文）：本課題は、2000～2015年のベトナム企業調査に基づき、2007年におけるWTO加盟が製
造業の集計生産性に及ぼした効果を検証する。このため、生産量と投入量（労働者数、固定資本額）の関係（生
産関数）、個別企業と製造業全体の生産性が2007年前後でどのように変化したか調べる。その結果、WTO加盟は
製造企業の生産構造に一定の変化をもたらし、個別企業の生産性向上に貢献したが、より生産性の高い企業がよ
り高い生産シェアをもつ傾向（産出再配分効果）を弱めることにより、製造業全体の集計生産性の成長を停滞さ
せた。

研究成果の概要（英文）：This study uses the Vietnam Enterprise Survey between 2000 and 2015 to 
investigate impact of WTO accession (in 2007) on aggregate productivity of Vietnamese manufacturing 
sector. For this purpose, we examine changes in the production function, which represents relation 
between output and inputs (labor and capital), and changes in productivity of individual firms and 
the manufacturing sector before and after 2007. According to our results, the WTO accession caused 
changes in production structure of the manufacturing sector to raise productivity of individual 
firms, whereas it stagnated the aggregate productivity growth by weakening output reallocation 
effects, in which firms with higher productivity occupy higher output share in the sector.

研究分野： アジア経済
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本課題は、ベトナム製造業の企業レベルのパネルデータに基づき、同国のWTO加盟が製造業の生産性に与える効
果を検証するが、WTO加盟年である2007年前後で十分な期間のデータを用いた研究、生産関数の推定により生産
構造の変化を調べる研究はあまり見られない。また、推定結果に基づき、WTO加盟が生産構造にたしかに影響
し、個別企業の生産性を高めたが、製造業全体の生産性を十分高められなかったことが明らかになり、製造業に
よる成長に依存してきたベトナムには注目すべき結果となっている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
ベトナムは開放経済政策の開始後、段階的ではあるが積極的に国際社会への参加に取り組み、

2007 年 1 月には正式に世界貿易機関(WTO)加盟国となった。この重要なイベントは、市場競
争を通じて企業の生産性向上、生産要素の輸入緩和、外国技術へのアクセスの容易化をもたらす
と期待された。一方、競争の激化は、競争力に差のあるベトナムの国有・民間・外資企業に異な
る効果を及ぼしたかもしれず、とくに小規模な民間企業は市場退出を強いられたかもしれない。 

WTO 加盟による自由貿易化がベトナム製造業の生産性に与えた効果について、実証研究はま
だ多くない。数少ない研究例（Yang and Huang (2012)）では、製造業の個別企業のデータに基
づき、2007 年前後における個別企業の輸出入の有無を観察し、この有無に関するダミー変数が
個別企業の生産性に正の効果を与えることを示した。しかし、WTO 加盟がベトナム製造業に及
ぼす効果を検討する場合、単に産業内の個別企業の生産性に及ぼす効果ではなく、競争激化から
生じる企業の参入・退出を考慮した、産業全体の集計生産性に及ぶ影響を分析する方が重要であ
ろう。また、企業の所有形態(国有・民間・外資)の差は、個別企業の生産性に関する回帰式にお
ける所有形態ダミーだけで検討されてきた。 
個別企業のデータから集計生産性を計算して要因分析する場合、二つの方法がある。一つは

Baily, Hulten, and Campbell (1992)の方法である。Doan and Kiyota (2014)は、基本的に、こ
の方法を利用してベトナム製造業の集計生産性の成長率を計算し、その要因分解を行った唯一
の研究である。具体的には、集計生産性は①個別企業の生産性成長率を表す項、②個別企業の生
産性成長率の集計に必要となるウエイトの変化、③①と②の相互作用、④企業の参入・退出の効
果に分解され、②と③の効果を資源再配分の効果と解釈した。その結果、ベトナムの WTO 加盟
が集計生産性に及ぼす効果において、資源再配分が果たす役割の重要性を実証した。 
もう一つは、Petrin and Levinsohn (2012)の方法である。彼らは、集計生産性の計算と分解

において、Baily らが想定した個別企業による最適要素投入の実現(生産要素の限界生産物の価
値とその価格の均等)の不適切さを指摘した。また、集計生産性の成長率を、集計最終需要の成
長率と生産要素支出の成長率の差と定義した。その上で、集計生産性の成長率は①個別企業の生
産性成長率を表す項、②個別企業が最適な生産要素投入の達成のために変化させた投入量を表
す項、③参入・退出を含む固定費用の項に分解した。この場合、②が資源再配分の効果となる。 
 
２．研究の目的 
本課題は、上述のベトナム経済の背景と先行研究の議論を踏まえ、WTO 加盟がベトナム製造

業の集計生産性に及ぼす効果を分析する。このため、以下の二点の分析を目的とする。 
(1) WTO 加盟が製造企業の生産構造に与えた影響 

WTO 加盟はベトナム経済には重要なイベントであり、そこから生じる外国投資の増加、投入
物の質の変化、企業収益の変化は、製造企業の生産構造に影響するが、先行研究ではこの点が十
分に考慮されていない。WTO 加盟やその他の政策変更による生産構造の変化は生産性の計算結
果に影響するため、あらかじめ検討する必要がある。 
(2) WTO 加盟がベトナム製造業の集計生産性に及ぼす効果 
基本的に Petrin and Levinsohn (2012)の方法に従い、2000 年からデータの利用できる年

（2012 年以降）までにおけるベトナム製造業の集計生産性を計算し、要因分解する。また、国
有・民間・外資企業それぞれについて、WTO 加盟の影響を明らかにし、その政策的意義を考察
する。 
 
３．研究の方法 
本課題は、主としてベトナム統計局が収集した 2000年から 2015年までの Vietnam Enterprise 

Survey（ベトナム企業調査）の個別企業データを用い、その中で製造業に属し、10 人以上の労
働者を雇い、２年以上連続して観察される国有・民間・外資企業を分析対象とする。標本の大き
さは分析に利用する年により異なるが、1年あたり 5,000～20,000 程度の企業が含まれる。この
データに基づき、下記の分析方法を用いる。 
(1) WTO 加盟が製造企業の生産構造に与えた影響 
 対数形のコブ＝ダグラス型生産関数において、企業と時間に関するパネルデータを想定し、誤
差項を企業だけに依存する項（固定効果）、時間だけに依存する項（時間効果）、１階の自己相関
に従う項（ＡＲ（１）誤差）および通常の誤差項に分解する。このとき、ＡＲ（１）誤差と固定
効果を消去して得られる推定式について、Arellano and Bond (1991)の方法により、３年以上前
の労働投入量、資本投入量、生産量を操作変数として、一般化積率法（ＧＭＭ）で生産関数を推
定する。このモデルと推定法に基づいて生産関数の構造変化を検証するため、de Wachter and 
Tzavalis (2012)に従い、労働の生産弾力性、資本の生産弾力性、観察されない企業固有の固定
効果が構造変化の前後で異なる場合を想定して、モデルを推定し、構造変化を検定する。比較の
ため、構造変化がないモデルを最小二乗法、固定効果推定，ＧＭＭで推定する。 
(2) WTO 加盟がベトナム製造業の集計生産性に及ぼす効果 
 Petrin and Levinsohn (2012)に従い、対数形のコブ＝ダグラス型生産関数を Levinsohn and 



Petrin (2003)の方法で推定する。具体的には、付加価値の生産関数について、中間投入物への支
出額が固定資本と観察不能な生産性の関数として表せると仮定し、この関係を利用して生産関
数の①労働の生産弾力性、②資本の生産弾力性を二段階で推定する。これらの推定値より、生産
関数における残差（の指数変換）として個別企業の生産性を得る。また、個別企業の生産性を生
産量で加重平均することにより、製造業全体の集計生産性を得る。この集計生産性は、個別企業
の生産性の平均値（個別企業の生産性の貢献）と、各企業の生産量が製造業全体に占めるシェア
と各企業の生産性の間の共分散（正であれば、より高い生産性をもつ企業により高い生産シェア
が移るという意味で資源再配分の貢献）に分解される。さらに、資源再配分の効果を詳しく調べ
るため、Olley and Pakes (1996)に従い、資本再配分の貢献（生産性と固定資本との相関係数に
より検討）と労働費の効率性の貢献（各企業が最小化した労働費を製造業全体で合計したものと、
製造業全体で理想的に最小化できた場合の労働費の比）に分解する。 
 
４．研究成果 
(1) WTO 加盟が製造企業の生産構造に与えた影響 
2000～2009 年のデータについて推定した結果、構造変化を仮定するモデルは、（過剰識別制約

検定の観点から）仮定しない場合に比べてモデルの妥当性が高く、労働の生産弾力性の推定値
（0.49）、誤差項の自己相関の値（0.33）について、最小二乗法や固定効果推定より妥当な推定
値を生む。また、検定統計量の大きさから、構造変化はベトナムのＷＴＯ加盟直後の 2008 年に
生じたと推測される。さらに、構造変化は、資本の生産弾力性の低下と各企業の観察されない生
産性の上昇に現れると推測される。その結果、ベトナムのＷＴＯ加盟は、市場の自由化を通じて
民間企業の経営能力、信用制約などを改善し、生産量の拡大に貢献したと考えられる。他方、資
本の生産弾力性は統計的に有意な推定値が得られず、構造変化の組み込みが複雑化するため利
用しなかったが、Blundell and Bond (2000)の推定法を導入する必要性があると思われる。 
(2) WTO 加盟がベトナム製造業の集計生産性に及ぼす効果 
2002～2015 年のデータについて Levinsohn and Petrin (2003)の方法で生産関数を推定した結

果、労働と資本の生産弾力性は、ＷＴＯ加盟前（2002～2006 年）では 0.76 と 0.03、ＷＴＯ加盟
後（2007～2015 年）では 0.85 と 0.02 と推定された。よって、ＷＴＯ加盟前後で労働の質の改
善がみられる。これらの推定値に基づいて得られる個別企業の生産性を調べると、2005 年まで
はあまり変化せず、2006 年から 2007 年に（生産技術の変化により）下がり、その後は継続的に
上昇することがわかった。製造業の集計生産性は、個別企業の生産性と似た推移を示すが，2007
年以降の上昇傾向はかなり弱く、ＷＴＯ加盟前の水準を回復できない。この原因を調べるため、
集計生産性を二つの貢献に分解すると、個別企業の生産性の貢献は 10～20％にとどまり、資源
再配分の貢献が 80～90％を占めることがわかった。従って、2007 年以降の集計生産性の停滞は、
生産性の高い企業がより多くの生産を行うという資源再配分の効果が弱まったことに原因があ
ると推測される。資源再配分の貢献をさらに分解すると、その弱さは、ＷＴＯ加盟後に生産性の
高い企業が固定資本を増加させる傾向が弱まったこと、製造業全体として効率的な労働投入の
実現が困難になったことが重要な原因であると推測される。これらの分析を国有・民間・外資企
業それぞれについて実施することにより、WTO 加盟がベトナムの製造企業に与える影響やその
政策的意義をより詳しく検討できるが、この分析は継続課題としたい。 
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